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著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 

JIS C 60695-1（火災危険性試験－電気・電子）の第 1 部の規格群は，次に示す部で構成する。 

JIS C 60695-1-10 第 1-10 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－一般指針 

JIS C 60695-1-11 第 1-11 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－火災危険性アセスメント 

JIS C 60695-1-12 第 1-12 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－火災安全工学 

JIS C 60695-1-20 第 1-20 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－着火性－一般指針 

JIS C 60695-1-30 第 1-30 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－予備選択試験－一般指針 

 

 



 
 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

日本産業規格（案）       JIS 
 C 60695-1-20：0000 
 (IEC 60695-1-20：2016) 

火災危険性試験－電気・電子－第 1-20 部： 
電気・電子製品の火災危険性評価指針－ 

着火性－一般指針 
Fire hazard testing-Part 1-20: Guidance for assessing the fire hazard of 

electrotechnical products-Ignitability-General guidance 
 

序文 

この規格は，2016 年に第 1 版として発行された IEC 60695-1-20 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

火災は，熱の発生（熱的危険性）の結果として生命及び財産に危険を生じさせる原因となり，また，毒

性及び腐食性の放出物並びに煙（非熱的危険性）の生成の結果として危険を生じさせる原因となる。火災

は着火から始まり，その後成長することがあり，フラッシュオーバ及び火盛り期火災につながる場合があ

る。したがって，耐着火性は，火災危険性の評価において考慮することが必要な，物質の最も重要なパラ

メータの一つである。着火がない場合には，火災はない。 

ほとんどの材料（金属及び他の幾つかの元素以外）では，着火は気相で起こる。着火は，空気と混合し

た可燃性蒸気が，発熱酸化が急速に伝ぱ（播）するのに十分な高温になったときに起こる。着火のしやす

さは，蒸気の化学的性質，燃料と空気との比率及び温度に応じたものである。 

液体では液体の蒸発によって可燃性蒸気が生じ，蒸発プロセスは液体の温度及び化学組成に依存する。 

固体では，固体の温度が十分に高くなると熱分解によって可燃性蒸気が生成される。蒸発過程は固体の

温度及び化学組成に依存し，また，固体の厚さ，比熱及び熱伝導率にも依存する。 

試験試料の着火のしやすさは多くの変数に依存する。着火性のアセスメントで考慮すべき係数は，a)～
f)による。 

a) 試験試料の形状（厚さ，及びエッジ，角，又は接合部を含む。） 

b) 表面の向き 

c) 気流の速度及び方向 

d) 着火源の性質及び位置 

e) 外部熱流束の大きさ及び位置 

f) 可燃物が固体であるか又は液体であるか 

第一の目的は，通電された構成部分による着火を防止すること，及び着火が発生した場合には，その結
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果生じる火災を電気・電子製品のエンクロージャーの範囲内に閉じ込めることである。 

第二の目的には，製品のエンクロージャーを越えるあらゆる火炎の広がりの最小化，並びに熱気，煙，

及び毒性又は腐食性の燃焼生成物を含む燃焼放出物の有害な影響の最小化が含まれる。 

電気・電子製品を伴う火災は，外部の非電気的な発生源からも開始する可能性がある。この性質の考察

は，総合的な火災危険性アセスメントで扱う。 

この規格は，電気・電子製品の着火性の概要及び火災危険性との関連について記載している。 

1 適用範囲 

この規格は，電気・電子製品及びそれを構成する材料の着火性について，a)～c)の指針を示す。 

a) 着火性の原則 

b) 適切な試験方法の選択 

c) 結果の利用及び解釈 

この規格は，基本安全規格として，IEC Guide 104 及び JIS Z 8051 に記載されている原則に従って，製

品規格の作成に用いることを意図している。 

この規格の要求事項，試験方法又は試験条件は，製品規格に明確に引用され，又は含まれる場合に，適

用される。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 60695-1-20:2016 ， Fire hazard testing － Part 1-20: Guidance for assessing the fire hazard of 

electrotechnical products-Ignitability－General guidance（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格のうち，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その

後の改正版（追補を含む。）は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を含む。）

を適用する。 

JIS A 1316 コーンカロリーメーターによる建築材料の発熱速度及び煙生成速度を測定する試験方法 
注記 対応国際規格における引用規格：ISO 5660-1，Reaction to fire tests－Heat release smoke 

production and mass loss rate－Part 1: Heat release rate (cone calorimeter method) 

JIS C 60695-1-10 火災危険性試験－電気・電子－第 1-10 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針

－一般指針 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-1-10，Fire hazard testing－Part 1-10: Guidance for 

assessing the fire hazard of electrotechnical products－General guidelines 

JIS C 60695-1-11 火災危険性試験－電気・電子－第 1-11 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－

火災危険性アセスメント 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-1-11，Fire hazard testing－Part 1-11: Guidance for 

assessing the fire hazard of electrotechnical products－Fire hazard assessment 
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JIS C 60695-1-12 火災危険性試験－電気・電子－第 1-12 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針

－火災安全工学 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-1-12，Fire hazard testing－Part 1-12: Guidance for 

assessing the fire hazard of electrotechnical products－Fire safety engineering 

JIS C 60695-2-11 火災危険性試験－電気・電子－第 2-11 部：グローワイヤ／ホットワイヤ試験方法

－最終製品に対するグローワイヤ有炎燃焼性指数（GWEPT） 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-2-11，Fire hazard testing－Part 2-11: Glowing/hot-

wire based test methods－Glow-wire flammability test method for end-products (GWEPT) 

JIS C 60695-2-12 火災危険性試験－電気・電子－第 2-12 部：グローワイヤ／ホットワイヤ試験方法

－材料に対するグローワイヤ有炎燃焼性指数（GWFI） 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-2-12，Fire hazard testing－Part 2-12: Glowing/hot-

wire based test methods－Glow-wire flammability index (GWFI) test method for materials 

JIS C 60695-2-13 火災危険性試験－電気・電子－第 2-13 部：グローワイヤ／ホットワイヤ試験方法

－材料に対するグローワイヤ着火温度指数（GWIT） 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-2-13，Fire hazard testing－Part 2-13: Glowing/hot-

wire based test methods－Glow-wire ignition temperature (GWIT) test method for materials 

JIS C 60695-4:2022 火災危険性試験－電気・電子－第 4 部：電気・電子製品のための火災危険性試験

用語 
注記 1 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-4:2012，Fire hazard testing－Part 4: Terminology 

concerning fire tests for electrotechnical products 
注記 2 対応国際規格の IEC 60695-4:2012 ではなく，IEC 60695-4:2021 に対応する JIS C 60695-

4:2022 を引用した。 
注記 3 JIS C 60695-4:2022の附属書 JAは，ISO 13943:2017で規定する用語及び定義を示している。

このため，対応国際規格に引用規格として記載されている“ISO 13943”は削除した。 

JIS C 60695-11-5 耐火性試験－電気・電子－第 11-5 部：試験炎－ニードルフレーム（注射針バーナ）

試験方法－装置，試験炎確認試験装置の配置及び指針 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-11-5，Fire hazard testing－Part 11-5: Test flames －

Needle-flame test method－Apparatus, confirmatory test arrangement and guidance 

JIS C 60695-11-10 耐火性試験－電気・電子－第 11-10 部：試験炎－50 W 試験炎による水平及び垂直

燃焼試験方法 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-11-10，Fire hazard testing－Part 11-10: Test flames

－50 W horizontal and vertical flame test methods 

JIS C 60695-11-11 火災危険性試験－電気・電子－第 11-11 部：試験炎－非接触火炎源による着火に必

要な熱流束の測定方法 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-11-11，Fire hazard testing－Part 11-11: Test flames

－Determination of the characteristic heat flux for ignition from a non-contacting flame source 

JIS C 60695-11-20 耐火性試験－電気・電子－第 11-20 部：試験炎－500 W 試験炎による燃焼試験方法 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-11-20，Fire hazard testing－Part 11-20: Test flames

－500 W flame test methods 

JIS Z 8051 安全側面－規格への導入指針 
注記 対応国際規格における引用規格：ISO/IEC Guide 51，Safety aspects－Guidelines for their 

inclusion in standards 

IEC 60695-1-21，Fire hazard testing－Part 1-21: Guidance for assessing the fire hazard of electrotechnical 
products－Ignitability－Summary and relevance of test methods 
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IEC Guide 104，The preparation of safety publications and the use of basic safety publications and group safety 
publications 

ISO 871:2006，Plastics－Determination of ignition temperature using a hot-air furnace 
注記 この国際規格に対応する JIS K 7193（プラスチック－高温空気炉を用いる着火温度の求め方）

とは技術的差異があるため，国際規格を引用した。 

ISO 2592，Determination of flash and fire points－Cleveland open cup method 
注記 この国際規格に対応する JIS K 2265-4:2007（引火点の求め方－第 4 部：クリーブランド開放

法）があるが，国際規格の版と異なるため，国際規格を引用した。 

ISO 2719，Determination of flash point－Pensky-Martens closed cup method 
注記 この国際規格に対応する JIS K 2265-3:2007（引火点の求め方－第 3 部：ペンスキーマルテン

ス密閉法）があるが，国際規格の版と異なるため，国際規格を引用した。 

ISO 5657，Reaction to fire tests－Ignitability of building products using a radiant heat source 

ISO 10840，Plastics－Guidance for the use of standard fire tests 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS C 60695-4:2022 による。 

3.1 
自動着火（auto-ignition，spontaneous ignition） 
自己着火（self-ignition） 米国，カナダ 
無人着火（unpiloted ignition） 米国，カナダ 
推奨しない用語：自動燃焼（spontaneous combustion） 

別の着火源がない状態で温度上昇によって起こる着火 

注釈 1 この着火は，自己発熱によって，又は外部熱源からの加熱によって，引き起こされる可能性が

ある。 

注釈 2 北米では，自己発熱に起因する着火を示すために，“自動着火”を用いる。 

注釈 3 口火着火及び自己発火温度参照。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.24） 

3.2 
自動着火温度（auto-ignition temperature） 

火災試験において，自動着火が得られる最低温度 

注釈 1 代表的な単位：℃ 

注釈 2 自己発火温度参照。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.25） 

3.3 
燃焼（combustion） 

物質と酸化剤との発熱反応 

注釈 1 燃焼は，一般に，火炎及び／又は赤熱を伴い，燃焼放出物を放出する。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.55） 

3.4 
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火（fire） 
＜一般＞ 熱の放出及び燃焼放出物によって特徴付けられ，通常は煙，火炎，赤熱又はこれらの組合せを

伴う燃焼のプロセス 

注釈 1 英語では，“火”という用語は三つの概念を示すために用いられ，そのうちの二つは，異なる意

味をもつ特定のタイプの自立燃焼に関連している。これら三つのうち，二つは，フランス語及

びドイツ語の両方で二つの異なる用語を用いて指定されている。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.114） 

3.5 
火（fire） 
＜制御された＞ 有効な効果が得られるように意図的に設定され，時間及び場所の広がりを制限された，

自己継続する制御された燃焼 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.115） 

3.6 
火災（fire） 
＜制御不能＞ 有効な効果が得られるように意図的に設定されたものではなく，時間及び場所の広がりを

制限されない，自己継続する制御されない燃焼 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.116） 

3.7 
火災危険性（fire hazard） 

火災によって危害が生じる可能性 

注釈 1 火災危険性は，火災による望ましくない結果を生じる可能性がある物理的な対象物又は状態を

指すことがある。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.131） 

3.8 
着火点（fire point） 

標準化した小さな火炎を規定の試験条件で材料の表面に当てた後に，その材料が着火し，規定の時間燃

焼し続けるための最低温度 

注釈 1 引火点参照。 

注釈 2 一部の国では，“fire point”という用語には別の意味がある。すなわち，消防設備が配置されて

いる場所である。これには，火災警報の呼び出しポイント及び火災指示通知も含まれる場合が

ある。 

注釈 3 代表的な単位：℃ 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.139） 

3.9 
難燃剤（fire retardant）（名詞） 

材料の燃焼を抑え，着火を弱め又は遅らせるための添加剤又は処理する方法 

注釈 1 火炎遅延剤参照。 

注釈 2 難燃剤の使用は，必ずしも火を抑制したり，燃焼を停止したりするわけではない。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.143） 
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3.10 
火災シナリオ（fire scenario） 

検討対象の火災を特徴付け，その火災を他の可能な火災と区別する主要な事象を特定することによっ

て，火災の時間に沿った経過の定量的な説明 

注釈 1 火災シナリオクラスター及び代表的火災シナリオ参照。 

注釈 2 火災シナリオは，通常，着火及び火災成長のプロセス，火盛り期火災段階，火災減衰段階，並

びに環境に加えて，火災の過程に影響を与えるシステムを定義する。 

注釈 3 火災シナリオを個別に選択して設計火災シナリオとして用いる決定論的火災解析と異なり，火

災リスクアセスメントにおいては，火災シナリオは，火災シナリオクラスターの中の代表的火

災シナリオとして用いられる。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.152） 

3.11 
火炎（flame）（名詞） 

通常は光の放射を伴う，気相における急速，持続的かつ亜音速の燃焼 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.159） 

3.12 
火炎遅延剤（flame retardant）（名詞） 

火炎の出現を抑制若しくは遅延するために，又は炎の広がり速度を低下させるために，材料に添加する

薬剤又は材料を処理する方法 

注釈 1 難燃剤参照。 

注釈 2 難燃剤の使用は，必ずしも火災を抑制したり，燃焼を停止したりするわけではない。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.165） 

3.13 
有炎燃焼（flaming combustion） 

光の放射を伴う，気相において継続する燃焼 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.175） 

3.14 
フラッシュ着火温度，FIT（flash-ignition temperature，FIT） 

規定の試験条件で，パイロット火炎の適用時に瞬間的に着火するために十分な有炎燃焼性があるガスを

放出する最低温度  
（出典：ISO 871 の 3.1） 

3.15 
フラッシュオーバ（flashover） 

＜火災の段階＞ 閉囲部分内の可燃物の表面の全てが，火災に関与する状態に変化する現象 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.184） 

3.16 
引火点（flash point） 

規定の試験条件で，製品を加熱することによって発生する蒸気が，火炎によって瞬間的に着火する最低

温度 

注釈 1 引火点とは，有炎燃焼性がある液体を加熱して発生する蒸気が着火する温度を指す。フラッシ
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ュ着火温度は，例えば，ISO 871 などの試験方法で，固体試験片に火炎を当てて着火する温度

を示す。 

注釈 2 代表的な単位：℃ 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.182） 

3.17 
火盛り期火災（fully developed fire） 

可燃物全体が燃焼状態にある火災の状態 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.192） 

3.18 
赤熱燃焼（glowing combustion） 

火炎は出さないが，光の放出を伴う，固体材料の燃焼 

注釈 1 白熱参照。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.197） 

3.19 
着火性（ignitability，ease of ignition） 

規定の条件下における，試験試料の着火しやすさの尺度 

注釈 1 着火時間参照。 

注釈 2 着火温度，フラッシュ着火温度，最低着火温度及び自己発火温度参照。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.212） 

3.20 
着火（general） 
推奨しない用語：持続着火（sustained ignition） 
＜一般＞ 燃焼が開始すること 

（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.217） 

3.21 
着火（ignition） 
推奨しない用語：持続着火（sustained ignition） 
＜有炎燃焼＞ 持続火炎が開始すること 

（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.218） 

3.22 
着火源（ignition source） 

燃焼を開始するエネルギー源 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.219） 

3.23 
燃焼下限界，LFL（lower flammability limit，LFL） 

着火源があっても，それ以下では火炎の伝ぱ（播）が起きない，空気に対する燃料の濃度 

注釈 1 濃度は，通常，定義された温度及び圧力における体積分率として，百分率で表す。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.253） 

3.24 
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最低着火温度，着火点（minimum ignition temperature，ignition point） 
規定の試験条件で，持続燃焼を開始できる温度 

注釈 1 フラッシュ着火温度及び自己発火温度参照。 

注釈 2 最低着火温度は，無限の時間にわたって熱応力を加えることを意味している。 

注釈 3 代表的な単位：℃ 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.273） 

3.25 
熱分解（pyrolysis） 

熱の作用による物質の不可逆化学分解 

注釈 1 熱分解は，有炎燃焼が始まる前の火の段階を指すためによく用いる。 

注釈 2 火災科学では，酸素の有無は想定していない。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.316） 

3.26 
短絡（short-circuit） 

電気回路の二つのノードの意図しない接続 

注釈 1 電流が流れることによって，回路の破損・過熱・火災・爆発のおそれがある。 

3.27 
自己発火温度，SIT（spontaneous-ignition temperature，SIT） 

規定の試験条件下で，追加の着火源なしで，加熱によって着火する最低温度 
（出典：ISO 871 の 3.2） 

3.28 
熱慣性（thermal inertia） 

熱伝導率（W･m－1･K－1），密度（kg･m－3）及び比熱容量（J･g－1･K－1）の積 

例 鋼の熱慣性は，2.3×108（J2･s－1･m－4･K－2）である。発泡スチロールの熱慣性は，1.4×103（J2･s－1･

m－4･K－2）である。 

注釈 1 材料が熱流束にさらされた場合，表面温度の上昇率は，材料の熱慣性の値に強く依存する。熱

慣性が小さい材料の表面温度は，加熱すると比較的急速に上昇し，その逆も同様である。 

注釈 2 代表的な単位：J2･s－1･m－4･K－2 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.389） 

3.29 
燃焼上限界，UFL（upper flammability limit，UFL） 

着火源があっても，それ以上では火炎の伝ぱ（播）が起きない，空気に対する燃料の濃度 

注釈 1 濃度は，通常，定義された温度及び圧力における体積分率で表され，UFL は百分率で表される。 
（出典：JIS C 60695-4:2022 の附属書 JA の 3.415） 

4 着火性の原則 

4.1 気体 

4.1.1 概要 
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気体の着火は，気体がどのように空気と混合されるかによって異なる。気体を空気と混合してから着火

する場合，その後の反応は予混合燃焼と呼ばれる。バーナでは燃焼は制御されているが，大量の気体と空

気との混合気体に着火すると気体爆発が生じる。 

ほとんどの火災では，着火は可燃性気体があらかじめ混合されずに空気と接触する拡散炎の発達をもた

らす。 

混合気体は a)及び b)の基本的な過程で着火する可能性がある。 

a) 自動着火 全ての混合気体の温度が上昇する場合 

b) 口火着火 火炎，電気火花など，局所的な熱源に触れた場合 

一部の火災は，既に気体状になっている物質が着火したことによるものだが，液体の蒸発（4.2 参照）又

は固体の熱分解（4.3 参照）によっても可燃物気体が発生する可能性がある。 

4.1.2 燃焼性限界 

燃料濃度が低すぎたり高すぎたりする場合には，燃料と空気との混合気体中の火炎の広がりは起こらな

い。濃度のしきい（閾）値は燃焼下限界（LFL）及び燃焼上限界（UFL）として知られている。これらの限

界が生じるのは，火炎が存在するためには必要な最低温度があるためである。空気又は燃料が多すぎる場

合には，火炎が存在するために必要な十分な高温な状態に保たれない。燃焼性限界は，通常，燃料と空気

との混合気体中の燃料の体積による百分率で表される。 

4.1.3 アーク火災 

接続箱，電力変圧器などの一部の電気機器の故障は，絶縁材を熱分解して高温可燃物気体を発生させる

可能性のある破壊的な放電（電気アーク）を引き起こすことがある。このような気体は急速に膨張し，空

気に触れると爆発する可能性がある（5.3.4.4 参照）。 

4.2 液体 

4.2.1 概要 

一部の不安定物質又は反応性物質を除き，一般的に液体そのものは着火しない。通常着火するのは，可

燃物蒸気である。可燃物蒸気は液体の蒸発によって生じ，蒸発プロセスは液体の温度及び化学組成に依存

する。 

4.2.2 着火パラメータ 

通常，液体の着火性を定義するために 3 種類の温度を用いる。これらは自動着火温度（3.2 参照），着火

点（3.8 参照），及び引火点（3.16 参照）である。自動着火とは，局所的な熱源が存在しない場合の着火を

いう。引火点は瞬時着火に関するものである。着火点は着火後の持続燃焼に関連している。 

これらの特性温度を測定するために，幾つかの異なる試験方法が用いられる。測定した温度は，用いる

試験装置特有の詳細仕様に依存する。したがって，これらのパラメータを用いる場合には，試験方法を定

義することが重要である。 

4.2.3 絶縁液体 

4.2.3.1 引火点計測 
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ISO 2719（ペンスキーマルテンス密閉法）は，絶縁液体の引火点の計測に関する IEC 規格に引用されて

いる。閉鎖空間内の引火点を測定し，微量の揮発性物質を検出することを意図している。代替法は，ISO 
2592（クリーブランド開放法）で，開放液面上の引火点を測定するのに用いる。ISO 2592 によって測定し

た引火点は，ISO 2719 によって測定したものよりも著しく低い。 

4.2.3.2 コーンカロリーメーターによる計測 

IEC 60695-8-3 は，絶縁液体の燃焼から放出される熱量を測定するために開発された。試験試料は，着火

源である電気火花の存在下で均一な熱流束にさらされる。規定の熱流束における着火までの時間，又は着

火を支援する最小入射熱流束が着火に関連したとして定義することが可能である。 

注記 IEC 60695-8-3 は廃止されている。ISO は，より広い範囲で関連する試験方法を開発しようとして

いる。 

4.3 固体 

4.3.1 概要 

幾つかの例外（一般的な説明の例外）を除き，固体は一般的に着火しない。通常，着火する材料は気相

にあり，これらは，気体，エアロゾル及び浮遊微粒子の混合物である可能性がある。可燃物蒸気は固体の

熱分解によって生成され，蒸発プロセスは固体の温度及び化学組成に依存する。 

この一般的な説明の例外は，次による。 

－ 金属（4.3.3 参照） 

－ 一部の非金属元素，例えば，炭素（4.3.4 参照），硫黄，リン 

－ 特定の反応性物質（4.3.5 参照） 

－ 粉じん雲（4.3.6 参照） 

4.3.2 着火に影響するパラメータ 

固体の場合，材料からの有炎燃焼性がある揮発性物質の発生は，その材料の温度に依存する。これは，

入熱，例えば，放射熱流束，対流熱流束，熱伝導，暴露火炎，電熱線，又はこれらの熱源の組合せの性質

によって影響を受ける。 

この着火性は，有炎燃焼性がある揮発性物質の化学的性質にも依存し，揮発性物質の化学的性質は，固

体の化学的性質にも依存する。 

材料の昇温速度は，a)～e)に示す固体の多数の特性に依存する。 

a) 厚さ 

b) 熱伝導率（k） 

c) 密度（ρ） 

d) 比熱（c） 

e) 熱吸収率［ふく（輻）射加熱の場合］ 

厚い試験試料では，表面下の材料が熱を逃がすことが可能であるため，表面の昇温速度が低下し，着火

に対する耐性が高まる。薄い試験片では，表面からの熱伝導は無視できるため，着火に対する耐性は低い。 

熱可塑性物質は，熱源（例えば，火炎又は電熱線）から溶けて離れる傾向があり，着火しない場合が多
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い。この挙動のため，熱可塑性プラスチックの着火性の試験には特別な考慮が必要である。熱可塑性プラ

スチックを標準的な火災試験で試験した場合に起こり得る問題は，ISO 10840 で論じられている。 

k・ρ・cの積は“熱慣性”として知られている。固体金属のように熱慣性が高い場合，表面昇温速度は比

較的低くなるため，着火に達するまでに時間がかかる。熱慣性が低い場合，例えば，ある種の発泡プラス

チック又は低密度可燃物のように，表面の昇温速度は比較的速く，したがって，着火温度に比較的短時間

で達する。 

試験試料の着火後，主に熱放射として，火炎が熱分解前線の前方に十分な速度で熱分解及び着火を続け

るための十分な熱流束を伝達する場合には，火炎の広がりが生じる。 

熱分解前線の先に伝達される熱流束の大きさは，試験試料の発熱速度及び継続的に伝達される熱流束の

有無に依存するが，着火に対する耐性は，試験試料の最低着火温度及び表面の昇温速度に依存する。 

4.3.3 金属 

大気中で金属が燃焼する場合，燃焼生成物は金属酸化物である。多くの金属は，表面に低温酸化によっ

て形成された金属酸化物の被膜をもつ。酸化膜は，既に金属の酸化物であるため，燃焼しない。したがっ

て，塊状の金属が燃焼する前に，酸化物の表層を何らかの方法で除去しなければならない。 

金属の着火の特徴は，a)～c)のグループに分類することが可能である。 

a) 融点以下で発火する金属（鉄，マグネシウムなど）。これらの全ての金属は融点が 650 ℃を超える。

これらの金属は，一般に保護酸化物層を形成しない。 

b) 溶けた後に発火する金属（例えば，アルミニウム，鉛，すず，亜鉛）。これらの金属は全て融点が 660 ℃
未満である。これらの金属は，一般に保護酸化物層を形成する。 

c) 発火しない反応性の低い金属（例えば，水銀，銀，金，白金） 

着火のし易さは，金属の表面積と体積との比率によっても支配される。金属の薄膜及び微細に分けられ

た粉末は，金属の塊片よりもはるかに発火しやすい。これは，酸化過程で放出される熱が燃焼表面積に比

例するのに対して，初期の伝導による表面からの熱の放散は金属の体積に比例するからである。 

4.3.4 炭素（グラファイト）及び炭素質炭化物 

4.3.4.1 グラファイト 

グラファイトの形の純炭素は，空気中で約 800 ℃の温度を超えると着火する可能性がある。800 ℃～1 
200 ℃の温度では，火炎を伴わない表面燃焼（赤熱燃焼）が生じる。1 200 ℃を超える温度では有炎燃焼

が生じ，CO 火炎が観察される。 

4.3.4.2 炭素質炭化物 

炭素質炭化物は，不純な形態の炭素である。揮発成分及び気孔率は，観測される広範囲の着火温度に寄

与する二つの重要な変数である。グラファイトと同様に，有炎燃焼と非有炎燃焼との両方が観察されるこ

とがある。多くの炭素含有材料は，それらが燃焼するときにそれらの表面上に炭素質炭化物を形成する傾

向があり，かつ，火災の初期段階において，この炭化物層は，ある程度，下層の材料を保護することが可

能である。一連の有機高分子について，限界酸素指数によって測定された耐着火性と炭化物収率との間に

相関が認められている［1］。 

4.3.5 反応性物質 
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ほとんどの火災で，酸化剤は大気中の酸素である。ただし，一部の材料では，通常は酸素である酸化剤

は，材料の分子構造の一部であるか，又は固体酸化剤の形態で固体燃料と混合される。これらの材料は，

通常，意図的に可燃物又は爆発性となるように作られる。次の幾つかの例がある。 

－ 導火線（セルロース及び硝酸カリウム） 

－ 火薬（炭素，硫黄及び硝酸カリウム） 

－ タバコ（タバコ及び硝酸カリウム） 

－ TNT（トリニトロトルエン） 

4.3.6 粉じん雲 

粉じん雲は，空気（又は気体）と微細に分散した固体微粒子との混合物で，その着火挙動は固体の場合

よりも予混合気体の場合に近い。 

5 試験方法の選択に対する配慮 

5.1 一般 

用いる試験方法を選択する場合に考慮すべき重要な要素には，火災シナリオ又は懸念されるシナリオ，

可能性のある着火源，試験試料の種類，試験手順，及び装置の種類がある。 

IEC 60695-1-21 は，着火性に関連する試験方法の概要及び関連性を示している。 

5.2 火災シナリオ 

電気・電子製品の設計においては，火災の危険性及び火災に伴う潜在的な危険性を考慮する必要がある。

構成部品，回路，機器の設計，及び材料選択は，予見可能な異常使用，誤動作，又は故障が発生した場合

でも，火災の潜在的な危険性を許容可能なレベルまで低減することを目的としている。JIS C 60695-1-10，
JIS C 60695-1-11 及び JIS C 60695-1-12 は，これを達成するための方法に関するガイダンスを提供する。 

選定した試験方法は，懸念される火災シナリオに関連していなければならない。考慮すべき重要なパラ

メータは，a)～g)による。 

a) 試験試料の形状（厚さ，及びエッジ，角，又は接合部を含む。） 

b) あらゆる異方性 

c) 表面の向き 

d) 気流の速度及び方向 

e) 着火源の性質及び位置 

f) 外部熱流束の大きさ及び位置 

g) 可燃物が固体であるか又は液体であるか 

火災試験がまだ規定されておらず，開発又は変更が必要な場合には，IEC Guide 104 に従って適切な機

関と連携して試験の開発又は変更を実施する。 

5.3 着火源 

5.3.1 一般 
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試験室での試験で用いる着火源は，懸念される火災シナリオに関連していなければならない。 

電気・電子製品の火災危険性の場合，a)及び b)のタイプの着火源が懸念される。 

a) 通電による一次熱源，及び（通電による）一次熱源によって引き起こされた小さな火炎による二次熱

源 

b) 電気・電子製品及びシステムの外部にある火炎又は過剰な熱 

いずれの場合も，電気・電子製品の固有な着火として考えられるのは，アーク着火である。これについ

ては 5.3.4 に記載する。 

5.3.2 内部着火源 

評価対象の着火源が製品内部にある場合，又は構成部品若しくは装置の内部にある場合，適切な試験方

法は，a)～c)によって生じる過熱を模擬することが可能な方法である。 

a) 内部の金属部品（電気接点，導体など） 

b) 製品内部，若しくは評価対象の部品，又は装置の内部で燃焼が開始したことによる熱伝達の少ない小

さな火炎。 

c) 電気アーク（5.3.4 参照） 

次の試験方法は，必要に応じて，管理された試験室の条件下で熱及び／又は火炎に対する，製品，材料

又は装置の特性を測定し，記載することに用いることが可能となる。 

ISO 871 は熱風炉を用いてプラスチックの引火温度及び自己発火温度を決定する試験方法を規定してい

る。これは，プラスチックの着火源の影響に対する耐性を評価するために用いる幾つかの方法の一つであ

る。 

グローワイヤ試験方法（JIS C 60695-2-11，JIS C 60695-2-12 及び JIS C 60695-2-13）は，火炎を伴わない

加熱された部品との接触による過熱に伴う着火の第一の原因を模擬している。 

JIS C 60695-2-11（GWEPT）は，最終製品に適用される。着火挙動の定性的評価を提供し，最低着火温度

を超え，規定の温度条件下での燃焼持続時間を評価することによる合否基準を提供する。 

JIS C 60695-2-12（GWFI）及び JIS C 60695-2-13（GWIT）は，絶縁材料の予備選択に適している。GWFI
試験は，材料に着火したときに試験試料から火が広がることなく，限られた時間で燃焼する最高温度を評

価するように設計されている。GWIT 試験は，最低着火温度を測定することによって着火に対する耐性を

評価するように設計されている。 

JIS C 60695-11-5 は，小さな火炎による着火を模擬するのに適している。電気・電子製品，その半完成品

及び構成部品，並びに固体電気絶縁材料又はその他の可燃物に適用可能である。この試験は，与えられた

試験試料の着火性を評価し，その自己消火能力を測定する。 

JIS C 60695-11-10 及び JIS C 60695-11-20 は，それぞれ僅かに異なる試験方法を提供する。いずれの試験

方法も，試験試料の表面に直接火炎を当てる方法である。材料は，試験火炎を取り除いた後の燃焼（又は

くん焼）時間の長さ，及び有炎滴下物が生成されているかどうかによって，評価する。 

JIS C 60695-11-10 は，50 W の試験火炎を用いる。JIS C 60695-11-20 では 500 W の試験火炎を用い，接

炎時間が長くなる。いずれの場合も，試験方法は，品質保証又は製品の構成材料の予備選択に用いること

が可能な分類システムを提供する。 
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注記 JIS C 60695-11-10 及び JIS C 60695-11-20 の適用範囲は，内部又は外部着火のシミュレーションに

は言及していない。 

JIS C 60695-11-11 は，小さな非接触火炎からの熱流束による着火を模擬するのに適している。 

5.3.3 外部着火源 

評価対象の着火源が電気・電子製品の外部にある場合，適切な試験方法は，a)～d)によって生じる熱負

荷を模擬することが可能な方法である。 

a) 機器表面への火炎の直接接触 

b) 装置表面の高熱負荷（過熱金属部）の直接接触 

c) 間接熱流束 

1) 放射 

2) 対流 

d) 電気アーク（5.3.4 参照） 

5.3.2 に記載する方法は，内部着火と同様に外部着火のシミュレーションにも使用可能である。その差は，

熱応力が加わる位置である。小さな火炎（5.3.2 参照）による着火を模擬する JIS C 60695-11-5 は，ろうそ

く火炎などの外部着火源の評価に用いられている（IEC TS 62441［2］参照）。 

追加の試験方法として次の試験方法がある。 

JIS C 60695-11-10 及び JIS C 60695-11-20 のいずれの試験方法も，試験試料の表面に炎を直接当てる方法

である。材料は，試験火炎を取り除いた後の燃焼（又はくん焼）時間の長さ，及び有炎滴下物が生成され

るかどうかによって，評価する。JIS C 60695-11-10 では，50 W の試験火炎を用いる。JIS C 60695-11-20 で

は 500 W の試験火炎を用い，接炎時間が長くなる。いずれの場合も，試験方法は，品質保証又は製品の構

成材料の予備選択に用いることが可能な分類システムを提供する。 

注記 JIS C 60695-11-10 及び JIS C 60695-11-20 の適用範囲は，内部又は外部着火のシミュレーションに

は言及していない。 

近くで燃焼している物体からの間接的な熱流束は，次の方法によって評価することが可能である。 

JIS C 60695-11-11（5.3.2 参照）は，小さな非接触火炎からの熱流束による着火を模擬するのに適してい

る。 

ISO 5657 は，通常は製品ではなく材料の評価に用いる小規模試験方法である。ただし，製品の寸法が 100 
mm 未満の場合には，直接試験することが可能である。試験試料は円すい（錐）形の電気抵抗ヒーターで

加熱され，着火後の発熱速度を測定する。 

JIS A 1316 は，コーンカロリーメータを用いて，水平方向に制御された放射照度レベルに暴露された試

験片の発熱速度を評価する試験方法を規定している。着火時間までに加えられた熱流束を測定することが

可能で，材料の熱慣性などの有用な着火関連パラメータを計算するために用いることが可能である。 

5.3.4 材料のアーク着火 

5.3.4.1 気体のアーク着火 

可燃性ガスのアークによる着火のために必要なエネルギーには最小値が存在する。この特性は，例えば
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本質安全ケーブル（回路）に利用される。そのようなケーブル（回路）の印加電圧及びインダクタンスは，

短絡又は誘電によるアークスパークのエネルギーを，着火を引き起こす値未満に制限する。同様の原理は，

燃料タンク内のケーブルの電圧及び電流の仕様に利用される。 

可燃性ガス又はエアロゾル混合物を着火させたい場合には，通常は高圧電源を用い，ガス又は油を燃料

とする炉で用いる点火プラグ又は着火装置に電力を供給する。 

5.3.4.2 液体のアーク着火 

一般に，液体をアーク着火する場合，液体を揮発させる必要がある。その一例が，変圧器油が空気／液

体表面で燃焼する高電圧電力アークである。放射伝熱によって，液体中の温度が液体が揮発及び着火する

のに十分な高い温度になることがある。この可能性を設計によって除外することが非常に望ましい。 

5.3.4.3 固体のアーク着火 

固体のアーク着火は，湿潤状態又は乾燥状態のいずれかにおいて，あらゆる電流又は電圧の組合せによ

って引き起こされる可能性がある。材料及び最終製品の両方を適切な条件で評価するために利用可能な試

験が幾つかある。 

試験方法 JIS C 2134［3］を用いて，材料の 600 V までのトラッキングを評価する。 

注記 JIS C 2134 は着火性の試験ではないが，試験中に着火が発生し，持続的な火炎が続く場合は，試

験に不合格となる。 

EN 3475-603［4］及び EN 3475-604［5］は，航空宇宙産業で用いられる電線用の試験方法であり，それ

ぞれ電気配線における湿式及び乾燥アーク伝ぱ（播）を模擬する。欠陥のある絶縁電線と別の導体との間

の瞬間的な短絡アークは，ジュール熱によって，絶縁材料が熱分解して炭化することがある。炭化した絶

縁体は，導電性であり，短絡アークを維持する能力がある。連続的なアークは，絶縁体の継続的な熱分解

（アークトラッキング）によって電線に沿って伝ぱ（播）する可能性がある。アークが発生している電線

が複数の電線の束の一部である場合，束内の他の電線の絶縁体が熱によって炭化し，アークトラッキング

が開始されることがある。そのため，アークトラッキングによって，電線の束又はハーネス全体の完全な

故障につながる可能性がある。 

低電流／高電圧に対しては，JIS C 2136［6］傾斜平面湿式トラッキング試験が適切な手順であり，また，

この試験では火炎着火試験ではありえない PTFE（ポリテトラフルオロエチレン）が，着火すると報告され

ていることは注目に値する。 

これら全ての試験において，初期漏れ電流はミリアンペアのオーダーである。 

高電圧／大電流装置で発生する追加の条件は，数百又は数千アンペアの電力アークによる着火である。

このようなアークは，十分な量の放射熱を発生し，また，溶融／有炎滴下物も発生する。この着火モード

の試験では，意図的に製作された故障回路に短絡電流を流す。例としては，電力アークが樹脂製ハウジン

グを通過して着火する可能性のあるサージアレスタに関する IEC 60099-4［7］がある。仕様では，最大で

2 分間の残炎が許容される。 

5.3.4.4 電力変圧器のアーク火災 

接続箱，電力変圧器などの一部の電気製品の故障は，絶縁体を熱分解して高温の可燃物気体を発生させ

る可能性のある破壊的な放電（電気アーク）を引き起こすことがある。 
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絶縁油を含む電力変圧器は，このような問題を起こしやすい。幾つかの大電力試験が可能な試験所で実

施された試験では，100 MVA を超える電力変圧器は，内部故障が短絡を引き起こす場合，安全ではないこ

とが示されている。故障によって油の一部が熱分解し飽和炭化水素を含む気体混合物を生成する。熱分解

反応によって，変圧器内部の高温高圧ガスが急速に生成され，変圧器の構造的破損とともに爆発をもたら

すことが多い。 

附属書 A には，地下水力発電所又は都市変電所でのアーク火災による実際の事故の事例が幾つか含まれ

ている。 

5.4 試験試料の種類 

試験試料は，製造された製品，製品の構成要素，模擬製品（製造された製品の一部を代表するもの），関

連する仕様に規定された材料（固体又は液体），又は材料の複合材料であってもよい。 

試験試料の形状，大きさ及び配置のばらつきは，制限することが必要である。 

5.5 試験手順及び装置 

試験手順は，その結果が危険性分析に使用可能なように設計されることが望ましい。ただし，これは，

品質管理又は規制だけを目的とした単純な試験の場合には必要ないこともある。 

試験装置は，5.4 に記載のとおり，実際の電気・電子製品，模擬製品，材料又は複合材料を試験可能な装

置とする。 

試験装置は，着火が意図される範囲で，試験試料に外部熱源又は火炎からの熱流束をほぼ一様に加える

ことが可能な装置とする。 

熱流束を加える試験装置は，試験試料から発生する蒸気と空気との混合気体に着火することが望ましい。

着火には電気火花点火装置又は予混合火炎が適していることが分かっている。 

懸念される火災シナリオに応じた空気流量を用いる。 

6 結果の利用及び解釈 

着火の発生及びその後の持続燃焼の有無は，上記のように多数の要因に依存する。着火性の試験での変

数の選択は，考慮されている火災シナリオの性質を反映することが最も重要である。 

火災安全工学のために使用可能なパラメータの一部を a)～f)に示す。 

a) 自然発火温度 

b) 発火点 

c) 引火点 

d) 着火温度 

e) 上限及び下限可燃限界 

f) 熱慣性 

定義された一連の条件下での着火の容易さの判定は，電気・電子製品の火災で予想される相対的危険性

を評価する上で重要な要素である。評価は，着火への耐性が高ければ高いほど，予想される危険性は低く



17 
C 60695-1-20：0000 (IEC 60695-1-20：2016) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

なるという原則に基づいている。高い耐着火性が常に望まれる。 
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附属書 A 
（参考） 

坑内でのアーク火災による事故事例 
水力発電所又は都市変電所 

 

A.1 一般 

地下水力発電所又は都市変電所でのガス爆発事故は，変圧器などの油絶縁部品の電気的故障の結果とし

て発生する可能性がある。 

部品内部でアークが発生する場合，油の一部が熱分解し，気体状の熱分解生成物が部品から放出し，空

気と混合する可能性がある。 

混合物の化学組成によって，爆発が発生して圧力衝撃波が発生する可能性があり，耐爆壁によって適切

に封じ込められていない場合，発電所又は変電所全体に伝ぱ（播）する可能性がある。 

A.2 一般に入手可能な例（非網羅的リスト） 

A.2.1 地下水力発電所 

ノルウェーのトンスタッド，1973 年－閃光を伴うケーブル磁器端子の外面スパークオーバー。反応性ガ

ス及びオイルミストの爆発：死者 3 名，重度火傷者 1 名 

ノルウェーのバルドゥフォス，1975 年－1 ユニットへの制御ケーブル接続の短絡。爆発：発電所に大き

な被害。 

イタリアのロンコヴァルグランデ，1988 年－絶縁体の接地放電。反応性ガス及びオイルミストの爆発：

装置及び構築物の破損。 

ノルウェーのスコーメン，1998 年－制御システムの材料及びシステムの欠陥。爆発及び油の火球：変圧

器全損。 

ノルウェーのアロイ，2001 年－巻線又は巻線絶縁の材料の弱点及び操作ミス。爆発及び火災はなかった。 

A.2.2 都市変電所（非徹底リスト） 

カナダのトロント， 1999 年－トロントハイドロ，ウィンザー変電所 

オーストラリアのシドニー， 1999 年－チャッツウッド変電所 

オーストラリアのシドニー， 2000 年－パディントン変電所 

アメリカのシカゴ， 2000 年－シカゴダウンタウン 

アメリカのピッツバーグ， 2000 年－ピッツバーグダウンタウン 

オーストラリアのブリスベン， 2001 年－テニソン変電所 
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